
■令和３年度予算に向けた新規事業採択時評価について（補助事業等）

【公共事業関係費】

【河川事業】

（補助事業等）

北海道 北海道 利根別川大規模特定河川事業 36 6.7

北海道 北海道 安平川（下流工区）大規模特定河川事業 100 1.7

北海道 北海道 富良野川大規模特定河川事業 30 1.1

北海道 北海道 芭露川大規模特定河川事業 26 2.0

北海道 北海道 別保川大規模特定河川事業 33 1.8

岩手県 岩手県 気仙川大規模特定河川事業 20 1.3

秋田県 秋田県 芋川大規模特定河川事業 22 2.3

秋田県 秋田県 下内川大規模特定河川事業 17 1.8

福島県 福島県 滝川大規模特定河川事業 15 7.4

福島県 福島県 佐久間川大規模特定河川事業 8.0 5.9

茨城県 茨城県 桜川大規模特定河川事業 17 10.4

茨城県 茨城県 恋瀬川大規模特定河川事業 10 3.8

栃木県 栃木県 姿川大規模特定河川事業 27 4.3

栃木県 栃木県 名草川大規模特定河川事業 42 13.1

栃木県 栃木県 旗川大規模特定河川事業 19 10.3

群馬県 群馬県 男井戸川大規模特定河川事業 24 1.3

千葉県 千葉県 長門川大規模特定河川事業 36 5.5

・事業評価対象の補助事業等（補助事業等および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業に限る。））を対象と
したものである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業の実施
環境等を含めて総合的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載している。

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費

(億円)
Ｂ／Ｃ 備考



都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費

(億円)
Ｂ／Ｃ 備考

東京都 東京都 石神井川大規模特定河川事業 29 5.2

神奈川県 神奈川県 小出川大規模特定河川事業 55 1.4

神奈川県 神奈川県
境川（下流）【朝日町工区】
大規模特定河川事業

9.0 2.5

神奈川県 横浜市 今井川大規模特定河川事業 16 1.7

山梨県 山梨県 濁川大規模特定河川事業 6.0 13.7

山梨県 山梨県 入山川大規模特定河川事業 5.2 11.1

山梨県 山梨県 平等川大規模特定河川事業 6.0 38.1

山梨県 山梨県 渋川大規模特定河川事業 7.8 2.0

山梨県 山梨県 八糸川大規模特定河川事業 5.2 2.1

長野県 長野県 黒沢川大規模特定河川事業 35 31.4

長野県 長野県 皿川大規模特定河川事業 32 3.2

新潟県 新潟県 浄土川大規模特定河川事業 12 20.6

新潟県 新潟県 大通川大規模特定河川事業 9.8 2.4

富山県 富山県 泉川大規模特定河川事業 18 2.2

石川県 石川県 動橋川大規模特定河川事業 13 2.8

岐阜県 岐阜県 飛騨川大規模特定河川事業 13 12.1

三重県 三重県 三滝新川大規模特定河川事業 8.6 87.3

京都府 京都府 七谷川大規模特定河川事業 15 1.5

京都府 京都府 大谷川大規模特定河川事業 17 5.4

京都府 京都府 法川大規模特定河川事業 15 3.6

兵庫県 兵庫県 武庫川大規模特定河川事業 55 12.4

和歌山県 和歌山県 七瀬川大規模特定河川事業 26 3.1

島根県 島根県 玉川大規模特定河川事業 13 1.8



都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費

(億円)
Ｂ／Ｃ 備考

岡山県 岡山県 笹ヶ瀬川大規模特定河川事業 11 38.8

岡山県 岡山県 砂川大規模特定河川事業 34 88.6

岡山県 岡山県 林田川大規模特定河川事業 26 5.7

山口県 山口県 土穂石川大規模特定河川事業 14 15.6

徳島県 徳島県 善蔵川大規模特定河川事業 5.0 1.8

香川県 香川県 古川大規模特定河川事業 11 2.3

香川県 香川県 高瀬川・浜堂川大規模特定河川事業 17 9.2

愛媛県 愛媛県
立間川・国安川・河内川
大規模特定河川事業

26 71.2

長崎県 長崎県 早岐川大規模特定河川事業 20 3.3

熊本県 熊本県 木葉川大規模特定河川事業 23 3.1

大分県 大分県 高山川大規模特定河川事業 15 1.3

鹿児島県 鹿児島県 万之瀬川大規模特定河川事業 19 5.7

千葉県 千葉県 旧江戸川事業間連携河川事業 37 1.4

石川県 金沢市 弓取川事業間連携河川事業 3.2 1.7

静岡県 静岡県 大井川事業間連携河川事業 10 2.4

和歌山県 和歌山県 熊野川事業間連携河川事業 5.0 3.1

徳島県 徳島県 日和佐川事業間連携河川事業 7.5 1.2

徳島県 徳島県 那賀川事業間連携河川事業 25 1.5

高知県 高知県 高知地区事業間連携河川事業 120 8.7



【ダム事業】

（補助事業等）

山口県 山口県 木屋川ダム再開発事業 400 1.3

備考
都道府県

（実施箇所）
事業主体 事業名

全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ



【砂防事業】

（補助事業等）

北海道 北海道 居辺川大規模特定砂防等事業 17 1.6

北海道 北海道
ペンケオタソイ川大規模特定砂防等事
業

14 3.9

北海道 北海道
富良野川（下流堰堤群）大規模特定砂
防等事業

189 2.4

栃木県 栃木県 下小網中沢事業間連携砂防等事業 2.0 6.0

栃木県 栃木県 天頂下沢事業間連携砂防等事業 3.0 10.7

栃木県 栃木県 木下沢事業間連携砂防等事業 2.0 7.5

栃木県 栃木県 新屋敷三号沢事業間連携砂防等事業 3.0 2.7

栃木県 栃木県 五十部四号沢事業間連携砂防等事業 1.5 15.0

栃木県 栃木県 鷺ノ宮A事業間連携砂防等事業 3.0 3.3

群馬県 群馬県 駒留地区事業間連携砂防等事業 1.3 2.1

埼玉県 埼玉県 落合地区まちづくり連携砂防等事業 2.0 18.6

長野県 長野県 竹の沢川地区まちづくり連携砂防等事業 3.3 8.6

長野県 長野県 泥沢地区まちづくり連携砂防等事業 4.0 14.4

長野県 長野県 神宮寺地区まちづくり連携砂防等事業 0.10 1.7

長野県 長野県
大熊神宮寺地区まちづくり連携砂防等
事業

2.0 1.7

長野県 長野県 山手町地区まちづくり連携砂防等事業 2.2 3.4

長野県 長野県 西三才地区まちづくり連携砂防等事業 5.4 3.3

長野県 長野県 平柴地区まちづくり連携砂防等事業 2.7 6.1

新潟県 新潟県 楡原（1）事業間連携砂防等事業 1.5 20.6

備考Ｂ／Ｃ
全体事業費

(億円)
事業名事業主体

都道府県
（実施箇所）



備考Ｂ／Ｃ
全体事業費

(億円)
事業名事業主体

都道府県
（実施箇所）

新潟県 新潟県 西村川事業間連携砂防等事業 3.1 40.8

新潟県 新潟県 椌木地区事業間連携砂防等事業 6.7 2.7

石川県 石川県 坂本平川事業間連携砂防等事業 3.0 2.3

石川県 石川県 天坂川事業間連携砂防等事業 3.0 2.8

石川県 石川県 鈴屋事業間連携砂防等事業 4.5 2.3

岐阜県 岐阜県 樫栃ヶ洞谷事業間連携砂防等事業 3.4 1.1

岐阜県 岐阜県 長見寺洞事業間連携砂防等事業 4.4 4.2

静岡県 静岡県 半経寺沢事業間連携砂防等事業 2.8 31.1

静岡県 静岡県 品鉢川事業間連携砂防等事業 2.3 54.9

静岡県 静岡県 獅子浜南洞事業間連携砂防等事業 0.90 17.3

静岡県 静岡県 水川西事業間連携砂防等事業 2.3 2.3

愛知県 愛知県 新田洞第１事業間連携砂防等事業 2.9 2.0

愛知県 愛知県 梁野沢事業間連携砂防等事業 3.5 3.1

愛知県 愛知県 成瀬区域事業間連携砂防等事業 2.9 3.6

兵庫県 兵庫県 赤花川大規模特定砂防等事業 9.5 2.5

兵庫県 兵庫県 水根川大規模特定砂防等事業 5.0 1.5

兵庫県 兵庫県 山田川大規模特定砂防等事業 5.0 2.4

兵庫県 兵庫県 安積地区事業間連携砂防等事業 2.0 3.5

兵庫県 兵庫県 大原(4)地区まちづくり連携砂防等事業 0.70 12.1

兵庫県 兵庫県 北五葉(3)地区まちづくり連携砂防等事業 0.80 5.6

奈良県 奈良県 文珠川事業間連携砂防等事業 1.8 1.3



備考Ｂ／Ｃ
全体事業費

(億円)
事業名事業主体

都道府県
（実施箇所）

奈良県 奈良県 神田川事業間連携砂防等事業 4.7 11.7

奈良県 奈良県 柳田川事業間連携砂防等事業 3.0 9.2

奈良県 奈良県 石ヶ谷事業間連携砂防等事業 1.5 32.3

奈良県 奈良県 泉谷川事業間連携砂防等事業 6.0 1.5

奈良県 奈良県 池郷川事業間連携砂防等事業 3.6 1.1

奈良県 奈良県 鹿野園沢事業間連携砂防等事業 4.0 1.7

和歌山県 和歌山県 西手谷川事業間連携砂防等事業 2.0 17.5

和歌山県 和歌山県 半沿川事業間連携砂防等事業 1.6 5.7

和歌山県 和歌山県 更谷谷川事業間連携砂防等事業 0.70 10.7

和歌山県 和歌山県 油河谷川事業間連携砂防等事業 1.2 3.2

和歌山県 和歌山県 城山谷川大規模特定砂防等事業 5.0 10.8

和歌山県 和歌山県 冷水２０９地区事業間連携砂防等事業 0.70 3.6

和歌山県 和歌山県 平野地区事業間連携砂防等事業 1.5 1.1

和歌山県 和歌山県 宇井苔１地区事業間連携砂防等事業 0.10 8.0

和歌山県 和歌山県 長滝地区事業間連携砂防等事業 2.9 1.2

和歌山県 和歌山県 下五味地区事業間連携砂防等事業 1.4 2.5

和歌山県 和歌山県 原日浦地区事業間連携砂防等事業 2.1 3.3

和歌山県 和歌山県 平岩地区事業間連携砂防等事業 3.0 2.8

和歌山県 和歌山県 早藤５地区事業間連携砂防等事業 1.0 2.1

和歌山県 和歌山県 釜郷原１地区事業間連携砂防等事業 0.10 4.4

和歌山県 和歌山県 日足２地区事業間連携砂防等事業 0.20 11.6



備考Ｂ／Ｃ
全体事業費

(億円)
事業名事業主体

都道府県
（実施箇所）

和歌山県 和歌山県 竹原２地区事業間連携砂防等事業 1.1 4.3

和歌山県 和歌山県 栄谷２地区まちづくり連携砂防等事業 0.60 5.8

和歌山県 和歌山県 西庄４地区まちづくり連携砂防等事業 1.2 9.2

和歌山県 和歌山県 栄谷地区まちづくり連携砂防等事業 1.2 14.4

和歌山県 和歌山県 園部１８地区まちづくり連携砂防等事業 1.4 6.3

鳥取県 鳥取県 杉ヶ谷川事業間連携砂防等事業 3.1 1.3

鳥取県 鳥取県 大谷川事業間連携砂防等事業 1.0 1.5

鳥取県 鳥取県 尾上原川事業間連携砂防等事業 0.85 7.0

島根県 島根県 野波Ｄ事業間連携砂防等事業 0.90 6.2

島根県 島根県 小三谷川事業間連携砂防等事業 1.5 3.8

島根県 島根県 蔵谷川事業間連携砂防等事業 2.6 1.6

島根県 島根県 原の谷川事業間連携砂防等事業 3.5 1.1

島根県 島根県 小池谷川事業間連携砂防等事業 1.3 2.6

島根県 島根県 洗川（波田A）事業間連携砂防等事業 1.5 6.0

島根県 島根県 上横立下谷川事業間連携砂防等事業 0.65 22.1

島根県 島根県 十日市２地区事業間連携砂防等事業 2.0 1.4

岡山県 岡山県 若宮谷川事業間連携砂防等事業 5.2 6.2

岡山県 岡山県 中組川事業間連携砂防等事業 4.4 57.2

岡山県 岡山県 本谷川事業間連携砂防等事業 1.8 51.0

岡山県 岡山県 寺平川事業間連携砂防等事業 3.9 2.6

岡山県 岡山県 下平地区大規模特定砂防等事業 1.0 1.3



備考Ｂ／Ｃ
全体事業費

(億円)
事業名事業主体

都道府県
（実施箇所）

広島県 広島県 清水川事業間連携砂防等事業 3.5 48.6

広島県 広島県 戸坂城山川まちづくり連携砂防等事業 4.0 23.8

広島県 広島県 大谷川まちづくり連携砂防等事業 4.5 94.8

広島県 広島県 安川支川１６まちづくり連携砂防等事業 2.6 40.5

広島県 広島県
大毛寺川支川４まちづくり連携砂防等
事業

2.4 20.3

広島県 広島県
根谷川支川９９まちづくり連携砂防等
事業

2.2 38.7

広島県 広島県
根谷川支川１０まちづくり連携砂防等
事業

2.3 20.8

広島県 広島県
桐原川支川２２まちづくり連携砂防等
事業

2.2 11.1

広島県 広島県 光明寺川まちづくり連携砂防等事業 8.3 38.1

広島県 広島県 小原川まちづくり連携砂防等事業 2.5 56.7

広島県 広島県 才原川まちづくり連携砂防等事業 2.1 15.7

香川県 香川県 塚原川事業間連携砂防等事業 1.2 6.0

香川県 香川県 枇杷の木谷川事業間連携砂防等事業 3.8 3.7

香川県 香川県 西川事業間連携砂防等事業 2.3 7.0

香川県 香川県 宮の尾川事業間連携砂防等事業 1.9 10.5

愛媛県 愛媛県 高浜駅東川まちづくり連携砂防等事業 1.3 23.9

愛媛県 愛媛県 高浜４号谷まちづくり連携砂防等事業 1.2 29.4

愛媛県 愛媛県 高浜２号谷まちづくり連携砂防等事業 1.2 22.3

愛媛県 愛媛県 小川谷まちづくり連携砂防等事業 2.0 23.3

愛媛県 愛媛県 亀山川まちづくり連携砂防等事業 2.0 7.7

愛媛県 愛媛県 瘤谷川まちづくり連携砂防等事業 2.2 7.0



備考Ｂ／Ｃ
全体事業費

(億円)
事業名事業主体

都道府県
（実施箇所）

愛媛県 愛媛県 迫田Ｂ地区まちづくり連携砂防等事業 2.0 14.1

愛媛県 愛媛県 上谷地区まちづくり連携砂防等事業 4.0 1.9

愛媛県 愛媛県 御殿内地区まちづくり連携砂防等事業 3.5 4.5

愛媛県 愛媛県 与村井地区まちづくり連携砂防等事業 2.0 2.4

高知県 高知県 安谷川事業間連携砂防等事業 1.5 6.9

高知県 高知県 御手洗川（2）事業間連携砂防等事業 1.4 33.8

高知県 高知県 青木崎谷川事業間連携砂防等事業 1.1 9.7

高知県 高知県 犬ヶ谷川事業間連携砂防等事業 1.5 3.9

高知県 高知県 島中（2）地区事業間連携砂防等事業 3.1 1.2

福岡県 福岡県 福井谷川事業間連携砂防等事業 2.1 6.1

福岡県 福岡県 三光川事業間連携砂防等事業 1.2 5.2

福岡県 福岡県 鹿狩川事業間連携砂防等事業 2.9 2.4

福岡県 福岡県 夫婦木川事業間連携砂防等事業 2.8 21.7

福岡県 福岡県 北の関川1事業間連携砂防等事業 2.0 12.7

福岡県 福岡県 原谷川事業間連携砂防等事業 1.2 9.6

福岡県 福岡県 船底谷川事業間連携砂防等事業 1.5 41.4

福岡県 福岡県 寒水川(5)事業間連携砂防等事業 1.0 82.4

福岡県 福岡県 正信川事業間連携砂防等事業 3.9 1.01

福岡県 福岡県 北川右支川事業間連携砂防等事業 1.4 7.9

福岡県 福岡県 北川(2)事業間連携砂防等事業 1.8 5.3

福岡県 福岡県 大黒川事業間連携砂防等事業 1.0 6.5



備考Ｂ／Ｃ
全体事業費

(億円)
事業名事業主体

都道府県
（実施箇所）

福岡県 福岡県 平榎(1)地区事業間連携砂防等事業 1.2 4.1

福岡県 福岡県 平榎(2)地区事業間連携砂防等事業 1.2 1.3

福岡県 福岡県 平榎(3)地区事業間連携砂防等事業 1.2 1.7

福岡県 福岡県 女山(2)地区事業間連携砂防等事業 0.70 3.6

福岡県 福岡県 上坂地区事業間連携砂防等事業 3.8 1.1

福岡県 福岡県 穂坂地区事業間連携砂防等事業 1.7 2.4

福岡県 福岡県 宮ノ尾(a)地区事業間連携砂防等事業 1.3 19.7

福岡県 福岡県 高須西地区事業間連携砂防等事業 2.0 4.4

福岡県 福岡県 船越2丁目地区事業間連携砂防等事業 1.8 7.0

大分県 大分県 境川大規模特定砂防等事業 5.6 3.3



【海岸事業】

（補助事業等）

静岡県
（牧之原市）

静岡県
相良須々木海岸
津波対策緊急事業

12 4.3

愛媛県
（南宇和郡 愛南

町）
愛媛県

成碆海岸
津波対策緊急事業

25 4.4

静岡県 静岡県
清水港海岸　津波対策緊急事業
（日の出地区）

53 1.4

静岡県 静岡県
御前崎港海岸　津波対策緊急事業
（御前崎・下岬地区）

60 1.6

徳島県 徳島県
浅川港海岸　津波対策緊急事業
（浅川地区・粟ノ浦地区・海老ヶ池地区）

24 1.2

高知県 高知県
奈半利港海岸　津波対策緊急事業
（奈半利地区）

9.0 4.6

宮崎県 宮崎県
古江港海岸　津波対策緊急事業
（古江地区）

43 1.3

備考
都道府県

（実施箇所）
事業主体 事業名

全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ



【下水道事業】

（補助事業等）

北海道 札幌市
平岸地区大規模雨水処理施設整備事
業

16 1.3

B/Cは札幌市平岸地区下水道浸水被害
軽減総合計画に位置付けられている、令
和元年度～令和５年度の事業について算
出

福島県 いわき市 いわき市下水汚泥等利活用事業 82 1.6

福島県 須賀川市
館取町地区大規模雨水処理施設整備
事業

11 1.5

栃木県 栃木市
永野川左岸第１排水区大規模雨水処理
施設整備事業

23 3.0

千葉県 市川市
市川南地区大規模雨水処理施設整備
事業

52 4.5

千葉県 千葉市 宮崎排水区下水道床上浸水対策事業 73 1.1

千葉県 千葉市
北部第1地区第1排水区下水道床上浸
水対策事業

28 1.1

静岡県 静岡市
追分二丁目地区大規模雨水処理施設
整備事業

59 1.1

静岡県 磐田市
大島地区大規模雨水処理施設整備事
業

16 4.2

愛知県 春日井市
生棚川排水区大規模雨水処理施設整
備事業

54 1.4

三重県 津市
藤水地区ほか大規模雨水処理施設整
備事業

105 3.0

三重県 四日市市
阿瀬知排水区大規模雨水処理施設整
備事業

15 2.0

大阪府 堺市
三宝処理区大規模雨水処理施設整備
事業

197 1.1

兵庫県 姫路市
大塩地区大規模雨水処理施設整備事
業

32 1.1

兵庫県 姫路市
広畑地区大規模雨水処理施設整備事
業

43 2.5

兵庫県 姫路市
汐入川左岸地区大規模雨水処理施設
整備事業

57 2.2

兵庫県 兵庫県
兵庫東流域下水道汚泥広域処理場汚
泥有効利用施設整備事業

250 3.2

岡山県 倉敷市
倉敷地区大規模雨水処理施設整備事
業

19 1.8

広島県 広島市
三篠・観音地区大規模雨水処理施設整
備事業

184 3.5
B/Cは床上浸水対策事業を含めた関連す
る内水対策事業全体について算出

愛媛県 松山市
西部浄化センター下水汚泥固形燃料化
事業

45 1.2

大分県 大分市 大分市下水汚泥燃料化事業 125 1.2

大分県 大分市 大分市賀来地区未普及解消事業 17 1.3

宮崎県 宮崎市 大淀処理場焼却炉代替施設整備事業 71 1.3

備考
都道府県

（実施箇所）
事業主体 事業名

全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ



■令和３年度予算に向けた再評価について（補助事業等）

【公共事業関係費】

【ダム事業】

（補助事業等）

新潟県 新潟県 胎内川総合開発事業 430 1.1 継続

岐阜県 岐阜県 内ケ谷ダム建設事業 580 1.1 継続

岐阜県 岐阜県 水無瀬生活貯水池整備事業 60 1.3 継続
ダム検証中
（注１）

大阪府 大阪府 安威川ダム建設事業 1,676 4.9 継続

島根県 島根県 波積ダム建設事業 173 1.1 継続

山口県 山口県 平瀬ダム建設事業 895 1.7 継続

香川県 香川県 椛川ダム建設事業 463 2.8 継続

大分県 大分県
竹田水害緊急治水ダム建設事業
（玉来ダム）

310 5.4 継続

（注１）：「河川及びダム事業の再評価実施要領細目」（平成22年4月1日河川局長通知）に基づいて行った再評価の結果としては事業を継続することが
妥当と考える。しかしながら、当該事業は検証の対象に選定している事業であることから、新たな段階に入らず、現段階を継続するものとし、「ダム事業
の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」（平成27年10月28日水管理・国土保全局長通知）に基づき検証を行い、その結果に応じてその後の
事業の進め方を改めて判断する。

・事業評価対象の補助事業等（補助事業等および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業に限る。））を対象としたも
のである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業の実施環境等
を含めて総合的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載している。

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考



【砂防事業等】

（補助事業等）

北海道 北海道 山栗川事業間連携砂防等事業 3.7 1.4 継続

北海道 北海道 外記川事業間連携砂防等事業 3.7 1.1 継続

秋田県 秋田県 オンデの沢事業間連携砂防等事業 6.8 2.0 継続

長野県 長野県 大沢川事業間連携砂防等事業 3.9 29.5 継続

長野県 長野県 樽沢川事業間連携砂防等事業 3.1 8.1 継続

長野県 長野県 月岡沢事業間連携砂防等事業 2.9 7.7 継続

長野県 長野県 栂池地区事業間連携砂防等事業 13 2.3 継続

静岡県 静岡県 西の平沢事業間連携砂防等事業 3.5 7.5 継続

静岡県 静岡県 湯谷北沢事業間連携砂防等事業 4.4 8.8 継続

静岡県 静岡県 水川橋向事業間連携砂防等事業 3.3 1.3 継続

静岡県 静岡県 原事業間連携砂防等事業 3.6 2.8 継続

静岡県 静岡県 平松藪下Ｂ事業間連携砂防等事業 3.1 2.4 継続

静岡県 静岡県 口坂本No.2事業間連携砂防等事業 14 1.5 継続

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考



【海岸事業】

（補助事業等）

三重県 三重県
上野・白塚海岸
海岸保全施設整備連携事業

13 2.4 継続

備考
都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針



■令和２年度に実施した完了後の事後評価について

【公共事業関係費】

【河川事業】

（直轄事業等）

東北地方整備局
最上川中流消流雪用水導入事業（岩ヶ袋
地区）

H19～H27 16 対応なし

九州地方整備局
肝属川特定構造物改築事業（甫木水門改
築）

H23～H27 19 対応なし

【ダム事業】

（直轄事業等）

独立行政法人
水資源機構

武蔵水路改築事業 H4～H27 700 対応なし

備考

・完了後の事後評価の対応方針は、事業完了後の事業の効果、環境への影響等の確認を行い、改善措置を実施するかどうか、事後
評価を今後さらに実施するかどうかを決定するもの。

事業主体 事業名 事業実施期間
全体事業費
(億円)

対応方針 備考

事業主体 事業名 事業実施期間
全体事業費
(億円)

対応方針


